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平成24年度（中期総合計画の最終年度）までに、
県内公立高校の四年制大学現役進学率を40％ま
で上昇させるために、平成22年度を上回ることを目
標に進学率を上昇させる。

県内公立高校の四年制大学現役進学率は、38.7%で0.3ポイント増えた。全
日制全体としては昨年と同じで、特に普通科においては0.8ポイント増加し
た。医学部への現役進学者も昨年度より10名増加した。県内高校生の大学
入試センター試験の現役志願率も0.1ポイントの増加となり、全国的にも高
い水準にある。信州サイエンスキャンプには、27校289名が参加し、理数系
科目の興味関心を深めた。信州赤ひげ塾には、９校34名が参加し、同じ道
を志す生徒の意識高揚の機会となった。
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事業改善（有効性・
効率性）の余地

■　余地あり□　余地なし

■　横ばい □　減少

□　当面余地なし

■　余地なし
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⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

○四年制大学現役進学率40％の目標を達成するためには、本事業を継続するとともに、高校間の連携による学習
合宿の実施や「信州サイエンスキャンプ」による理数系学力の伸長、「信州赤ひげ塾」などでの難関大への進学支
援の充実、1・2年次での基礎学力の定着と家庭学習時間の増加を図る「プラス・ワン・プロジェクト」、高校の先生が
中学で授業をする中高連携など、現役で希望大学へ進学できるための取組を進めていく。
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事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分
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⑤
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区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化
判
定
の
説
明

□　余地あり

・センター試験の現役志願率は上昇しており、四年制大学、特に
国公立志向は高く、事業ニーズは高い。
・生徒の学力を向上させ、生徒の希望進路を保障するためには、
県が主体となり各高校でさらに取り組む必要がある。
・学習合宿や進学対策講座など、さらに高校間の連携を強め、生
徒の意欲の向上と進学支援の充実を図る。

□　増加

□　当面余地なし
県の関与を見直す
余地

左記以外のH23年度実績

4年制大学進学率（県内公立
高校）（成）

％ 38.4 38.7 40.0

23年度 24年度（見込）

 

 (効率指標　算出式)
　決算額（予算額）／合宿参加人数

大学入試センター試験現役志
願率(県内公立高等学校)（成）

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
学習合宿支援

 千円
   /人

22年度

学習合宿参加人数（活） 人 6,734

％ 46.1

3,303 3,303

千円 22,741 28,860 24,718

千円 3,327

0.40　概　算
　人件費

人

23年度事業費の主な内訳

千円 26,714 21,415 報償費（進学対策講座等）：3,020千円
旅 　費（進学対策講座、学習合宿等）：4,517千円
需用費（進路指導のための書籍等購入）：16,654千円
役務費（進路ネット情報）：1,366千円

―

千円

事業内容

・学習習慣の定着等を目的とした学習合宿を実施する。
・長期休業等を活用し、進学対策の集中講座を実施する。
・希望する生徒を対象とした公開講座（「伸びる力養成講座」）を実施する。
・進路指導書籍や大学入試問題データベースの整備、進路ネット情報の活用
・進路指導主事を対象とした研究協議会の開催
・理数系科目への興味関心を高め、学力の伸長を図る。（信州サイエンスキャンプ、信州赤ひげ塾の開講）

23年度

25,557

25,557

24年度（当初）

19,414 21,415

0.40

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

千円 19,414

20,572

0.40

根拠法令等

　県立高等学校の全ての生徒に基礎的・基本的学力を定着させ、学習意欲の高揚を図る。
　生徒の伸びる力の伸長を図り、生徒の進路希望をかなえ、大学進学率の向上を図る。

対　象 　県立高等学校の生徒

学力向上のための実践方針

目指すべき姿

　学習意欲を向上させることにより、自ら学び学習する生徒を育てる。
　基礎学力を定着させ、学力の向上を図り、生徒一人一人の「生きる力」が育成されるようにする。
　平成24年度（中期総合計画の最終年度）までに、県内公立高校の四年制大学現役進学率を４０％まで上昇させる。

国庫･
県単

　県が直接実施 県単独事業実施方法
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目　的
(必要性)

実施期間 H2

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 4-01 部・課

　学力向上推進事業

14 05 03

内　線
事　業　名

E-mail
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